
第３款　民生費

項１ 社会福祉費

目１　社会福祉総務費

主要データ

① 犯罪発生件数の推移 （各年12月末現在）

１ 鉱山地域住民タクシー経費

章 4 節 3 施策 1

   鉱山地域住民の交通の便を確保するためタクシー利用費用の一部について助成した。

利用世帯数 ２世帯

２ 無料法律相談業務委託料

章 2 節 3 施策 6

   交通事故や金銭貸借など日常生活における法律問題を解決するため、札幌弁護士会室蘭

支部に委託し、法律相談を行った。

件 件 件

件 件 件

件 件 件

件 件 件

件 件 件

件 件 件

件 件 件

３ 社会福祉協議会貸付金（たすけあい金庫）

章 1 節 3 施策 4

   低所得者世帯に対する応急援護資金等の貸付のため、社会福祉協議会に対しその原資を

貸し付けした。

千円 千円 千円

件 件 件

件 件 件

件 件 件

件 件 件

件 件 件就職の臨時経費 1 0 0

850

428 577 735 721

平成18年 平成17年 平成16年 平成15年区分 平成19年

453発生件数

平成20年

472

相 続 問 題 ９ １４ ９

そ の 他 １９ １３ １５

新規貸付金額

１９

２９

２

２３１３

１４

１５

１

１９

９

１４

１

相談件数

平成２０年度 平成１９年度 平成１８年度区　　　　分

７７ ６４ ９７

土 地 家 屋

金 銭 貸 借

交 通 事 故

離 婚 問 題

120

予算額 378 決算額 378

予算額 130 決算額

5,000

H20年度 H19年度

決算額予算額

区　　　　分

18

0

0

応 急 生 活 費

教育の臨時経費

療 養 費

貸付件数

965 605

5,000

H18年度

24

22

1

20

19

1

18

0 0
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４ 民生委員児童委員協議会経費

章 1 節 3 施策 1

○ 地区民児協活動推進費交付金 市内６地区民児協に各２０万円交付した。

○ 民生委員児童委員協議会出席旅費交付金

５ 民生委員児童委員活動経費

章 1 節 3 施策 1

   市内各地区の民生委員児童委員の活動を推進した。

件 件 件

件 件 件

人 人 人

６ 社会を明るくする運動登別地区実施委員会負担金

章 2 節 3 施策 5

   青少年の非行防止と罪を犯した人たちの更正と理解を深めるための啓発を行った。

事業内容 社明及び交通安全運動啓発（７月２４日）

　※街頭パレードは雨天中止となり、体育館でセレモニーを行う。

公開ケース研究会（１１月１７日）

地域住民との懇談会及びビデオ上映会等

７ 国民健康保険特別会計繰出金

　次のとおり繰出し方針を定め、一般会計から繰出しを行った。

①国民健康保険基盤安定制度分を繰出しの対象とする。

②国保財政安定化支援事業分を繰出しの対象とする。

③人件費、事務費分を繰出し対象とする

④出産一時金一般財源化分を繰出し対象とする。

　 なお、保険税申請減免分については平成２０年度より対象外とした。

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

11,200 8,327

決算

1,241

H20年度 H19年度

年度末民生委員児童委員数 130 130

予算額 431,874

当初予算

99,293

出産育児一時金分

12,376 14,170

9,999介護保険、在宅福祉、家庭関係等の相談支援

各種調査、友愛訪問、安否確認訪問等

予算額 180 決算額 180

7,566 決算額

416,690

10,660

決算額

13,264

区　　　　　　　　分

人件費・事務費分

国保財政安定化支援事業分

保険基盤安定保険者支援分

活　　　動　　　状　　　況　　等

保険基盤安定保険税軽減分

129

決算額

10,774

H18年度

予算額 7,566

予算額 1,241

計 440,793 416,690

160,000

28,000

142,300

190,507

31,563

99,310

86,983
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８ 福祉灯油事業費

章 1 節 3 施策 4

　灯油価格高騰による市民税非課税世帯の負担軽減を図るため、冬期間の灯油購入費の一部

として1世帯５,０００円を助成した。

・世帯区分別助成件数

①満75歳以上の単身世帯 ７６７件

②満75歳以上の方と、満65歳以上の方だけの世帯 １７３件

③療育手帳Ａ判定の方が、世帯主であるか同居している世帯 　　９件

④身体障害者手帳1級または２級の方が、世帯主であるか同居している世帯 １４１件

⑤精神障害者保健福祉手帳1級の方が、世帯主であるか同居している世帯 　　２件

⑥１８歳以下の児童を扶養する母子世帯等 ２６０件

９ 連合町内会助成金

章 6 節 1 施策 2

   各町内会の連絡調整を行い、住民福祉、まちづくりの推進を目的として活動している連合

町内会へ助成した。

10 町内会運営助成金

章 6 節 1 施策 2

   町内会活動、防犯灯の電気料に対して助成した。

助成団体数 ９４町内会 １連合町内会

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

11 防犯灯設置事業補助金

章 2 節 3 施策 5

   犯罪の未然防止、安心して暮らせるまちづくりのため、各町内会が防犯灯を新しく設置

又は補修する費用の一部を助成した。

補助金交付町内会数 ４４町内会、１連合町内会

補助対象防犯灯数 １５２基（新設３３基、補修１１９基）

12 室蘭登別防犯協会連合会助成金

章 2 節 3 施策 5

   市民の防犯思想を高揚し、犯罪や事故のない明るい社会をつくるため、自主防犯体制の

確立を目的に活動している連合会に対して助成した。

事業内容 防犯対策の調査研究

防犯施設の拡充強化

防犯思想の普及徹底

地域、職域、防犯団体等で行う防犯活動の協力援助

警察の行う防犯活動に対する協力援助

青少年の非行防止及び健全育成

防犯功労者・団体の表彰

関係機関、団体との相互連絡協力　　等

18,426,100

平成２０年度 平成１９年度項目

会館割

2,820,000

5,598,000

団体割

世帯割

防犯灯割 18,792,200

668,400 565,000

2,910,000

決算額

予算額 4,100

予算額 決算額27,950

16,964,500

574,200

2,820,000

5,644,800

予算額 2,400

予算額 7,681 決算額 6,880

2,400

27,879

決算額 4,029

決算額 650

平成１８年度

5,714,100

予算額 650
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13 暴力追放運動推進団体連絡協議会助成金

章 2 節 3 施策 5

   個人、集団をを問わず一切の暴力を追放し、明るく犯罪のない住みよい地域づくりを目

指し、関係機関・団体と連携し、効果的な地域活動を展開する協議会に対して補助した。

事業内容 幌別地区の手づくり祭り

暴力追放巡回街頭啓発

暴力追放啓発回覧板と啓発旗の作成及び配付

14 民生委員児童委員協議会補助金

章 1 節 3 施策 1

   市内各地区民児協との相互連携、活動の充実及び民生委員児童委員の連携と交流を

図るため、民生委員児童委員協議会に対し補助した。

15 登別地区保護司会補助金

章 2 節 3 施策 5

   登別地区保護司会に補助することにより、保護司活動の充実と連携並びに研修等の

充実を図った。

事業内容 薬物乱用防止啓発、「社会を明るくする運動」の街頭

パレード・ビデオ上映会及び懇談会、公開ケース研究会

更生に関する相談等

16 地域福祉活動促進事業補助金

章 1 節 3 施策 1

   社会福祉協議会の地域福祉活動事業に対し補助することにより、在宅福祉の向上など

地域福祉活動の推進を図った。

地域福祉事業、ボランティアセンター事業、在宅福祉運営事業

17 社会福祉事業推進補助金

章 1 節 3 施策 1

   地域福祉事業の推進に取り組むため、事務局体制の基盤強化を図った。

18 連合遺族会補助金

章 6 節 ― 施策 ―

   会の運営と遺族の福祉向上に寄与するため助成した。

19 日胆はまなす里親会補助金

章 1 節 1 施策 1

   里親会を支援し、児童福祉の向上を図った。

予算額 30

予算額 250

予算額 決算額 14,674

決算額

決算額 250

予算額 2,847 決算額 2,847

30

14,674

決算額 500予算額 500

予算額 10,761 決算額 10,761

予算額 30 決算額 30
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20 アイヌ文化普及啓発事業補助金

章 5 節 3 施策 2

   アイヌ民族の社会的地位の向上と文化保存伝承のための活動を行う北海道ウタリ協会

登別支部に対し補助した。

事業内容 アイヌ語教室、トマ（ござ）編み教室の開催、アイヌ文化祭への参加等

21 アイヌ文化講座経費

章 5 節 3 施策 2

   アイヌ民族文化の伝承及び普及を図った。

活動内容 トマ（ござ）編み教室 １０回開催 受講者　延１５０人

22 第２１回アイヌ民族文化祭補助金

章 5 節 3 施策 2

   アイヌ民族文化の保存伝承を目的に開催されるアイヌ民族文化祭を支援した。

開  催  日 平成２０年１１月１５日

開催場所 むかわ町

内　 　 容 アイヌ古典舞踊、アイヌ語劇、民芸品展示等

23 生活交通路線維持対策事業費補助金

章 4 節 3 施策 1

   市民生活に必要なバス路線の維持のためバス会社を支援することにより、市民の交通

手段の確保に努めた。

補助路線数 ８路線

自家用車の普及による輸送人員の減少のため市民の生活に必要なバス路線の維持が

困難となっている現状を鑑み、国及び北海道と適切な役割分担を図りながら、乗合バス

事業者に対して補助金を交付し、市民の足を確保し、福祉の向上を図る必要がある。

目２　障害者福祉費 章 1 節 3 施策 3

主要データ

① 身体障害者手帳保持者数の推移 （各年３月末現在）

１級 人 人 人

２級 人 人 人

３級 人 人 人

４級 人 人 人

５級 人 人 人

６級 人 人 人

計 人 人 人

508

213

176

2,656

154

129

2,139

631

400

466

758

478

525

平成１９年 平成１８年

357

5,593予算額 5,593 決算額

平成２０年

789

477

422

659

202

174

2,723

予算額 200 決算額 200

予算額 296 決算額 296

予算額 30 決算額 30
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② 療育手帳保持者数の推移

A 人 人 人

B 人 人 人

計 人 人 人

③ 障害者手帳保持者（精神）数の推移

１級 人 人 人

２級 人 人 人

３級 人 人 人

計 人 人 人

１ 障害者福祉関係事務費

   自立支援費システムリース料・改修委託料等事務費

２ 障害認定審査会経費

・委員数　１０名 ・開催回数 １３ 回

・主治医意見書作成件数 ８２ 件

３ 介護給付費・訓練等給付費

　障害者自立支援法による障害福祉サービスに係る介護給付費・訓練等給付費及び国の

緊急措置で実施した自立支援激変緩和措置経費を支給した。

知的通勤寮 3

旧
体
系
サ
ー

ビ

ス

（
通
所
系

）

身障通所更生施設 2

知的通所更生施設 3

知的通所授産施設

計

4

知的入所更生施設 55

知的入所授産施設

計

身障入所授産施設

79
旧
体
系
サ
ー

ビ
ス

（
入
所
系

）

身障入所更生施設 10

身障入所療護施設 12

居
住
系
サ
ー

ビ
ス

共同生活介護（ケアホーム） 35

共同生活援助（グループホーム） 31

施設入所支援 13

計 63 190

短 期 入 所 37 53

日
中
活
動
系
サ
ー

ビ
ス

就労移行支援 11

10

就労継続支援（A型）

児童デイサービス 63 63

生活訓練 5 5

10

54 54

生活介護 37

機能訓練 10

重度訪問介護

計 68

2

124 126

147 130

240 209

22 27

予算額

127

71 52

平成１９年 平成１８年

318 304

194 178

平成１９年 平成１８年

4,900

12

3

計

71

4,900 決算額

2

74

1

67

予算額

500,658予算額

3,705

37

96

16

35

31

13

21

10

11

55

10

12

4

3

21

12

サービス種類

行動援護

就労継続支援（B型）

1

児童 者

6

訪
問
系
サ
ー

ビ
ス

居宅介護 4

79

96

2

26 26

1,528

決算額 493,357

決算額

計

平成２０年

129

190

319

279

平成２０年

75

172

32

39



４ 自立支援医療費

   自立支援医療（更生医療）に係る医療費を支給することにより、障がい者の自立を

助長した。

人 人

５ 障害者補装具給付費

   障がい者・児に対し、日常生活上の便宜を図るための補装具の交付や修理を行った。

件 件 件

件 件 件

件 件 件

６ 高額障害者福祉サービス経費

   障害者自立支援サービスに伴う利用者負担が、世帯上限額を超えた場合、超えた金額を

償還することにより、経済的負担の軽減を図った。

７ 地域生活支援事業費

（１） 日常生活用具給付費

　在宅の重度障がい者（児）の求めに応じ、日常生活用具を給付した。

　給付件数 １，１４０件

（２） 障害者自立更生促進助成事業費

　身体障がい者の自動車運転免許取得及び自動車改造並びに盲導犬取得に要する

経費を助成し、障がい者の社会参加と自立を図った。

　自動車改造　　１件 運転免許取得　　１件

11,590

178

決算額

91

515

87

602

決算額

平成１８年度

500

27,105予算額

給付件数

計 199

平成１９年度

145

54

障がい者

障がい児

平成２０年度

173

61

区　　分

給付人員

25,927

47,848

当初予算 決　　　　算

97 121

予算額 49,890 決算額

234

決算額

予算額 510

予算額 12,116

決算額

予算額
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（３） 総合相談支援事業費

①相談支援事業委託料

　障がい者等の相談に応じ、必要な情報の提供及び助言その他の福祉サービスの

　利用支援などを行うとともに、虐待の防止及びその早期発見のために関係各機関

　との調整、その他障がい者等の権利擁護のために必要な相談支援を実施した。

　２４時間、三障害（身体、知的、精神）に対応できる西いぶり地域生活支援センター

　に委託して実施した。 相談件数　１，８９７件（面接・訪問６６３件、電話１，２３４件）

②地域自立支援協議会経費

　中立・公平な相談支援事業の実施や地域関係機関との連携強化等のために設置

　し、自立支援事業に係る不服審査申立にも対応することとした。

委員 １０名 開催回数 ３回

③相談支援充実・強化事業

　障がい者福祉施策に関する説明会の開催や、療育手帳の所持者で引きこもり等

　により障がい福祉サービスに結びついていない障がい者への家庭訪問及び発達

　障がいに係る支援ネットワークの構築や支援者研修会を実施した。

（４） コミュニケーション支援事業費

   聴覚・言語機能、音声機能障害等により、意思疎通を図ることに支障のある障がい

者と他の者との仲介を図るため、その求めに応じ、手話通訳者の派遣を行った。

委託先 北海道ろうあ連盟

利用者数 ２ 人 利用回数 １６ 回

（５） 移動支援事業費

   屋外での移動が困難な障がい者が、社会生活上不可欠な外出及び余暇活動等の

社会参加のために外出する際の移動の支援を行った。

利用人数（個別） ３２ 人 利用人数（グループ） 1 グループ

（６） 地域活動支援センター事業費

①地域活動支援センター運営委託

障がい者のデイサービス（送迎移送、食事提供、入浴サービス、機能訓練、

社会適応訓練）を登別市社会福祉協議会に委託して実施した。

②地域活動支援センター事業送迎委託

③革工房瑞樹の運営費の助成

（７） 訪問入浴サービス事業費

   身体障がい者の居宅を訪問し、浴槽を提供して入浴サービスを行った。

委託先 ハッピー室蘭

利用者数 １人 利用回数 ３６回

（８） 更生訓練費・施設入所者就職支度金給付費

   身体障害者福祉法に基づく更生訓練及び施設入所者就職支度金給付制度が移行

された事業であり、継続して実施した。

・更生訓練利用者数　１４人 ・就職支度金給付者数　０人

（９） 社会参加事業費

①点字広報作成経費

②声の広報作成経費

（10） 日中一時支援事業費

   障がい者・児の日帰りショートステイ及び障がい児の放課後及び長期休暇等におけ

る預かりを実施した。 利用者数 １５ 人 利用延回数　３０７回

①日帰りショートステイ事業

②障がい児タイムケア事業

決算額

予算額 20,436 決算額

102

決算額 1,624

891予算額

予算額 648

予算額 438

予算額 1,924

予算額 1,248

20,436

405予算額 581 決算額

373

決算額

決算額

17,033 16,678決算額

1,238

予算額

2,926 決算額
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（11） 社会参加等事業補助金

　障がい者等の社会参加を促進するため、手話通訳者の養成、スポーツ・レクレーション

指導員の養成に係る経費の助成を行うとともに、障がい者等の団体のボランティア活動

の支援を行った。

・スポーツ・レクレーション指導員養成助成 ２人

・手話通訳者養成助成 １人

・障がい者団体ボランティア活動支援　登別回復者クラブ「ひまわりサークル」

 活動費助成

・要約筆記通訳者養成助成 ２人

８ 特別障害者手当等支給経費

   重度の障がい者で特別の介護を必要とする者（児）に対して、経済的負担を軽減するため

手当を支給した。

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

千円 千円 千円

９ 重度心身障害児介護手当支給経費

   精神又は身体に障がいのある児童の保護者に対して、経済的負担を軽減するため、

手当を支給し福祉の増進を図った。

（支給月額：２０歳未満の児童１人当たり１万円）

人 人 人

10 重度障害者（児）福祉タクシー関係経費

   日常生活において公共交通機関を利用することが困難な重度の障がい者（児）に対し、

経済的負担の軽減を図るため、タクシーを利用する場合の料金の一部を助成した。

助成内容 タクシー基本料金

件 件 件

11 身体障害者自動車燃料費助成金

   身体障がい者の社会参加を図るとともに、経済的負担を軽減するため、自動車の燃料費

の一部を助成した。

件 件 件

559

特別障害者手当

障害児福祉手当

予算額

H18年度

1,340

692

30,892 決算額 27,556

決算額 559

515

133

延支給人数

福 祉 手 当

H18年度

582

106

707

563

108

H20年度 H19年度

668

予算額

1,378

支給額合計 27,556 28,343 27,630

1,356計

予算額 8,040 決算額 7,570

支給延人員

区　　分 H20年度 H19年度

5,312

757 742 764

予算額 6,851 決算額

H18年度

401

助成件数 625 622 625

区　　分 H20年度 H19年度

H18年度

予算額 488 決算額

助成件数 26 25 25

区　　分 H20年度 H19年度
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12 障害者等生活支援経費

   重度心身障害者在宅世帯及び寝たきり老人在宅世帯に対し、指定ごみ袋及びし尿処理

無料券を交付し、経済的負担の軽減を図った。

件 件 件

件 件 件

13 手をつなぐ育成会補助金

   心身に障がいのある者（児）の療育と福祉の増進を図るため、登別市手をつなぐ育成会

（会員数２９人）に補助した。

14 視力障害者協会補助金

   視力障がい者の自立更生並びに福祉の増進のため、登別視力障害者協会（会員数14人）

に補助した。

15 身体障害者福祉協会補助金

   身体障がい者が文化・スポーツ等を通して相互交流を行い、社会参加と自立を促す活動

を行う福祉協会（会員数１１５人）に補助した。

16 肢体不自由児（者）父母の会補助金

   肢体不自由児の療育と福祉の増進を目的に活動する父母の会（会員数１３人）に対して

助成した。

17 障害者ホームヘルプサービス低所得者利用者負担軽減措置経費

   障害者施策等によりホームヘルプサービスを利用している者が６５歳に達し、介護保険

適用となった場合、所得税非課税世帯に属する者が、継続して利用できるよう、利用者負

担の軽減を図った。本来、介護保険制度では、利用者負担は１割となるがこれを軽減した。

18 小規模通所授産施設（すずかけ作業所）運営経費

   社会人としての自立を図るため、学齢を超えた就業困難な心身障がい者を授産施設に

通所させ、作業及び生活の訓練を行った。

利用人員 ７ 人

19 精神障害者社会復帰施設通所交通費助成金

   精神障がい者が通所授産施設及び地域共同作業所に通所する場合に要する交通費の

一部を助成し、費用負担の軽減を図った。

通所授産施設ピアチェーレ ４ 人

西胆振地域生活支援センター ８ 人

室蘭さわやか会 １ 人

20 精神障害者通所授産施設運営費補助金

   市内にある精神障害者通所授産施設の運営費の一部を補助した。

　　　対象：精神障害者授産施設運営団体（医療法人社団千寿会）

予算額 100 決算額 100

決算額 61

予算額 542 決算額 92

予算額 50 決算額 50

200

予算額 460 決算額 460

494予算額 562 決算額

1,161

予算額 225 決算額 120

予算額 1,266 決算額

予算額 200 決算額

143 142

654 586

H19年度 H18年度

予算額 126

区　　分

指定ごみ袋交付件数

し尿処理無料券交付件数 149

702

H20年度
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目３　医療助成費

１ 乳幼児医療費助成経費

章 1 節 1 施策 1

   乳幼児に係る健康増進や健やかな育成を図るため、医療費の一部を助成した。

また、本事業は助成対象を平成20年10月より拡大し、小学生の入院及び指定訪問

看護に係る医療費の一部を助成した。

件 件 件

人 人 人

千円 千円 千円

円 円 円

２ 重度心身障害者医療費助成経費

章 1 節 3 施策 3

   重度心身障がい者に係る保健の向上に寄与するとともに福祉の増進を図るため、

医療費の一部を助成した。

件 件 件

人 人 人

千円 千円 千円

円 円 円

３ ひとり親家庭等医療費助成経費

章 1 節 1 施策 1

   ひとり親家庭等の母子または父子に係る保健の向上に寄与するとともに福祉の

増進を図るため、医療費の一部を助成した。

件 件 件

人 人 人

千円 千円 千円

円 円 円17,8711人当り医療助成費 12,058 15,635

1,668

医   療   助   成   費 21,330 25,861 29,809

月 平 均 受 給 者 数 1,769 1,654

平成18年度

107,539 132,059

予算額 31,119 決算額 24,016

1人当り医療助成費 102,063

平成20年度 平成19年度区　　　　　分

区　　　　　分 平成20年度

21,401

1,292

139,585 168,243医   療   助   成   費 131,865

平成18年度

1人当り医療助成費 19,147 30,020 34,145

予算額 158,703 決算額 138,054

平成19年度

平成19年度

2,381

医   療   助   成   費 57,229 70,548 81,300

月 平 均 受 給 者 数 2,989 2,350

平成18年度

受　   診  　 件  　 数 37,478 37,719 40,904

区　　　　　分 平成20年度

10,867

21,881 22,389

1,2741,298月 平 均 受 給 者 数

受　   診  　 件  　 数

受　   診  　 件  　 数 8,938 9,752

予算額 71,128 決算額 65,609
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目６　総合福祉センター費

１ 総合福祉センター整備事業費

章 ― 節 ― 施策 ―

   総合福祉センター屋上の防水表層の劣化が著しいため、屋上防水改修工事を行う。

※事業が年度内に終了しないため、翌年度に繰り越した。

翌年度繰越額　21,074千円

目７　消費生活費

主要データ

① 消費生活相談件数の推移 （単位：件）

章 2 節 3 施策 4

１ 消費者行政推進経費

   消費生活の安定と向上を図るため、各種の情報収集に努めるとともに、消費活動に

関する苦情や問い合わせ等に対し、助言・情報提供・斡旋解決等の処理を行った。

事業内容 ・消費生活相談受付業務（受付件数１９８件） ・物価調査業務（月１回、３５品目）

・商品試買量目調査業務（年２回、調査店舗８店舗、２３品目）

２ 消費生活モニター関係経費

   消費生活モニターによる毎月の価格動向調査を実施した。

毎月１０日調査 調査品目　３５品目

３ 消費者協会運営助成金

   消費生活に関する情報提供、消費生活相談など消費生活の向上、消費者保護を目的

とした活動を行っている協会に対して助成した。

事業内容

登別消費者大会の開催、地元商店会との懇談会、くらしの総合講座、

特別栽培米生産者との懇談会、消費生活リーダー研修会への参加

家庭用灯油・LPガス・ガソリン等の価格調査、「消費者の日」に係る啓発運動

消費生活相談講座（高校生・高齢者・町内会）、北海道・胆振消費者大会への参画

４ 消費生活展開催補助金

   商品の安全性やリサイクルなどを実演や展示で紹介し、正しい知識の普及や啓発を

図る消費生活展の開催を支援した。

１０月１６日・１７日、市民会館で開催（参加人数６００人）

予算額 21,074 決算額 0

31

678 80 33 271

表示広告 販売方法

472 53 29 156

359 21 23 130

平成１９年度

区　　分 総数 価格料金

平成１８年度

平成２０年度

接客対応 その他

31

17

196 7

264 13

146 8

契約解除

202

予算額 288 決算額 288

予算額 208 決算額

300

予算額 185 決算額 185

予算額 300 決算額
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項２ 高齢者福祉費 章 1 節 3 施策 2

主要データ

① 高齢者人口及び高齢化率の推移

人 人 人 人

人 人 人 人

高齢 ％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％

化率 ％ ％ ％ ％

※国勢調査人口数値

目１　高齢者福祉総務費

１ 老人趣味の作業所運営等経費

　 高齢者の創造性を高め、老後の生きがいを豊かにし、もって高齢者福祉の増進を図るため、

老人趣味の作業所を開設して活動の場を提供した。

２ 老人クラブ連合会補助金

　 老人クラブ連合会が行う高齢者相互支援事業や社会奉仕活動事業、交通安全運動、

防災対策運動等へ補助した。

主な活動内容 親睦会、スポーツ振興、女性部研修会、

受託事業（移送サービス、電話サービス）等

３ 老人クラブ補助金

　 単位老人クラブの活動経費を助成した。

４４団体 ２，７１３人分

４ 敬老会補助金

　町内会等が主催する敬老行事等に係る経費の一部を補助し、敬老意識の醸成と老人

福祉の増進を図った。

補助対象人員　７，８５２人（７２歳以上の市民） 補助実績人員　７，７３３人

５ 老人保健特別会計繰出金

　審査支払手数料を除く事務費から国庫補助金（事務費補助金）を控除した額及び総医療費

の決算見込額から支払基金交付金、国・道医療費負担金、前年度繰越金、過年度収入を控

除した額を繰出額とし、一般会計から繰出しを行った。

６ 介護保険特別会計繰出金

　介護費用における市負担分（公費負担のうち１２．５％（給付費、予防事業）、２０．２５％

（包括的支援事業、任意事業））及び介護認定審査に係る費用、その他一般管理費等事務

費の一般財源相当額を繰出額とし、一般会計から繰出しを行った。

１６．１

１４．５

２０．３

北 海 道 ２１．４ １８．２ １４．８

平成７年

５４，７６１

１１，０９７

平成１７年 平成１２年

５３，１３５

１３，０９５

５６，８９２

９，１４９

区        分

登 別 市

全　　　　国

予算額

うち高齢者人口

人　　　　　 　口

２４．６

２０．１ １７．３

予算額

43,849

446,938 決算額 425,098

決算額 1,000

47,891 決算額

決算額 2,556

7,741 決算額 7,733

予算額 2,740

予算額 1,000

298予算額 315 決算額

１２．０

平成２年

５５，５７１

７，２９３

１３．１

１２．０

予算額
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７ 特別養護老人ホーム増築事業資金借入金元利補給金

　 特別養護老人ホーム緑風園増築事業に係る資金借入金に対する元利補給を行った。

期間 　平成１０年度～平成２９年度

８ 老人憩の家整備委託料

　 老朽化等により屋根や壁などの整備が必要な老人憩の家について、町内会等に委託し

整備した。 整備件数 ８ 施設

９ 老人憩の家共和園建替事業費

　 市営住宅（鷲別東団地）の除却に伴い解体される老人憩の家共和園の建替を行った。

建設場所 登別市栄町１丁目10番地12、13、14

敷地面積 569㎡（用地取得） 規模構造 木造平屋建 延べ床面積約152㎡

予算額及び決算額の状況 （単位：千円）

10 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定経費

　 高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画の見直しを行い、平成２１年度から平成２３年度

までの計画を策定した。

11 老人福祉センター整備事業費

老朽化の著しい老人福祉センターの屋根を改修するとともに、便所や室内の改修を行う。

※事業が年度内に終了しないため、翌年度に繰り越した。

翌年度繰越額　17,347千円

目２　高齢者保健福祉費

1 老人措置関係経費

措置関係経費

　 老人福祉法に基づき、養護老人ホームに入所している登別市民の要援護老人に係る措置費を

負担した。

市内 人 人 人

市外 人 人 人

千円 千円 千円

※ 平成１９年度以前の市内措置人員については、恵寿園事業費の中で計上している。

予算額 17,347 決算額 0

12,200

決　算　額 36,178 26,900 6,700 2,578

当初予算額 46,000 33,800

予算額 36,178 決算額

予算額 105,957 決算額

H19年度

財    源    内    訳

36,178

区分 事業費 市　　　　　債
一 般 財 源

通常債 行革債

H18年度

－ －

101,527

区分 Ｈ20年度

措置人員（延）
54

7 7 6

措 置 費 101,527 12,430 15,132

22,767

予算額 454

予算額 8,000 決算額 7,998

決算額

予算額 22,767 決算額

346
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２ 在宅高齢者保健福祉推進支援経費

（１） 高齢者等緊急通報機器設置

○在宅のひとり暮らし高齢者等に、緊急通報機器を貸与し、急病、災害等の緊急

 　事態が発生したとき迅速かつ正確な救援活動ができる体制を整備する。

台 台 台

千円 千円 千円

○事務費 決算額 134 千円

（２） 布団乾燥・電話・移送サービス

   寝たきり高齢者及びひとり暮らしの高齢者等に対し、安否確認の電話サービスを行

うとともに、老人福祉センターを利用する高齢者に対し、送迎用バスによる移送サービ

スを提供した。なお、布団洗濯乾燥サービスは、平成１９年度をもって廃止した。

件 件

件 件 件

件 件 件

３ 外国人高齢者・障害者福祉給付金

 　在日外国人高齢者で無年金者に福祉給付金を支給した。

支給者数 高齢者分 ２名

４ 社会福祉法人利用者負担軽減助成金

　 低所得者で特に生計が困難である人について、介護サービスの提供をする社会福祉法人

等が利用者負担を軽減することにより、介護保険サービスの利用促進を図るため助成した。

助成実績 １法人

目３　医療助成費

１ 老人医療費助成経費（道老分）

   老人に係る保健の向上に寄与するとともに福祉の増進を図るため、医療費の一部を

助成した。なお、本事業は平20年３月をもって終了したため、平成20年度は平成20年

２月、３月受診分及び遡及請求等の医療費について助成した。

件 件 件

人 人 人

千円 千円 千円

円 円 円1人当り医療助成費 16,724 89,477

医   療   助   成   費 4,064 30,601

予算額 4,501 決算額 4,497

区　　　　　分 平成20年度 平成19年度

区　　　　　分 H20年度 H19年度

予算額 8,584 決算額

H18年度

204 190 203年度末設置台数

予算額 1,145 決算額 1,120

区　　　　　分 H20年度 H19年度 H18年度

　布団乾燥サービス 0 0

平成18年度

　電話サービス

　移送サービス

延486

延2,778

119 決算額

延1,214

35

360 決算額 230

延1,044

延2,526 延2,418

84,316

決　　　算　　　額 8,366

月 平 均 受 給 者 数 243 342

受　   診  　 件  　 数 1,474 11,325 17,777

予算額

予算額

8,500

8,614 8,981

594

50,084
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目４　後期高齢者医療費

１ 後期高齢者医療療養給付費負担金

　後期高齢者医療制度に基づき、保険者である北海道後期高齢者医療広域連合に対し、当市

被保険者分療養給付費を負担した。

２ 後期高齢者医療特別会計繰出金

 　低所得者への保険料軽減措置分として保険基盤安定等負担金（道３/４、市１/４）及び北海道

後期高齢者医療広域連合会の事務負担金、その他事務経費について一般会計から繰出しを行

った。

３ 後期高齢者健康診査経費

 　実施義務者である北海道後期高齢者医療広域連合から委託を受け、７５歳以上の後期高齢

者の健康診査を実施した。

受診者数 ６３１人

項３ 児童福祉費

主要データ

① 出生数及び児童数の推移

区        分

人 人 人 人

出生数 人 人 人 人

児童数 人 人 人 人

※人口及び児童数は、住民登録に基づく９月末日現在の人数です。

※児童数は、児童福祉法に基づき、満18歳未満の人数としています。

目１　児童福祉総務費

１ 子育て支援センター運営経費

章 1 節 1 施策 1

　 育児に不安を持つ保護者が増加しており、育児相談やあそびの紹介などを通して育児

不安の解消を図るとともに親子のふれあいや交流を促した。

　 また、子育て講座の開催や父親開放日を設け、保護者の育児力の向上を図るとともに、

子育て支援センターが設置されていない若草・鷲別地区については、移動子育て支援セ

ンター事業を実施した。

予算額 3,338 決算額 3,338

予算額 105,832 決算額 103,231

予算額 513,204 決算額 513,204

7,753 7,907 8,020 9,224

53,782 55,688

343 371 390 391

平成２０年度 平成１９年度

人口 52,926 53,472

平成１８年度 平成１２年度

予算額 1,213 決算額 1,044
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人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

２ 児童手当支給経費

章 1 節 1 施策 1

（１） 児童手当

（支給月額）

（総支給額）

人 千円

人 千円

人 千円

人 千円

人 千円

人 千円

人 千円

人 千円

人 千円

人 千円

人 千円

（２） 支給事務経費

３ 家庭児童相談室・母子自立支援員経費

章 1 節 1 施策 1

   母子家庭や寡婦への支援のため、相談員兼自立支援員を１名配置し、福祉の増進図った。

件 件 件

件 件 件母子自立支援員 337 385 455

母子・家庭相談員 18 26 133

相談件数 H20年度 H19年度 H18年度

予算額 47 決算額 10

予算額 90 決算額 90

小学校修了前非被用者第３子 1,461 14,610

合　　　計 51,314 334,805

小学校修了前被用者第３子 3,151 31,510

小学校修了前非被用者第１・２子 8,280 41,400

特例給付第３子 0 0

小学校修了前被用者第１・２子 27,384 136,920

非被用者第３子 410 4,100

特例給付第１・２子 97 970

被用者第３子 1,137 11,370

非被用者第１・２子 2,024 20,240

区　　　　　分 延対象児童数 支給額

被用者第１・２子 7,370 73,685

区　　　　　分 平成２０年度 平成１９年度 平成１８年度

育児相談 246 154 168

子育て講座 368 284 347

あそびの紹介 915 938 926

父親開放日 108 70 85

センター開放 10,409 10,332 9,327

育児サークルの育成・支援 765 911 848

保育所開放事業 602 455 496

児童用図書の貸出し 1,066 1,292 787

移動子育て支援センター事業 725 519 323

10,000円

計 15,204 14,955 13,307

　 小学校修了前の児童を養育している方に支給し、その家庭における生活の安定に

予算額 337,210 決算額 334,805

寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健全な育成及び資質の向上に寄与した。

3歳未満 一律10,000円

3歳以上 第１・２子 5,000円 第３子以降
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４ 災害遺児手当支給経費

章 1 節 1 施策 1

　災害により、児童の父母又は父母のいずれかが死亡若しくは障がいの状態となったとき、

その児童を養育している保護者に対し、手当を支給し児童の健全育成を図った。

（支給月額：児童１人当たり１０，０００円、中学校卒業時まで）

件 件 件

５ 児童扶養手当及び特別児童扶養手当関係経費

章 1 節 1 施策 1

（１） 児童扶養手当

   父母の離婚又は父の死亡などによって、父のいない児童を監護している母又は母

に代わって児童を養育している方に手当てを支給し、その母子家庭等の生活の安定

と自立の促進に寄与した。

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

円

円

（２） 特別児童扶養手当認定医報酬

予算件数 53 件 実績件数 30 件

（３） 支給事務経費

６ 仕事と家庭両立支援（ファミリーサポートセンター）事業費

章 1 節 1 施策 1

   会員同士の相互援助事業を運営することにより、地域の有償ボランティアを活用し

地域の子育て力の強化に努めた。（登別市社会福祉協議会委託事業）

会員数

計 638人 599人 560人

両方会員 97人 93人 87人

提供会員 125人 124人 124人

依頼会員 416人 382人 349人

区　　　分 H20年度 H19年度 H18年度

予算額 7,014 決算額 7,014

予算額 146 決算額 122

予算額 265 決算額 150

児童２人のとき 46,720 46,710円～14,850円

児童３人以上のとき ３人目から児童１人増すごとに3,000円追加

支給月額 全部支給 一部支給（所得による）

児童１人のとき 41,720 41,710円～ 9,850円

対　 　象　 　児　　 童　　 数 877 918 926

全部停止 76 67 49

一部支給 208 202 198

全部支給 370 397 412

受給者数 654 666 659

区　　　　　分 H20年度 H19年度 H18年度

予算額 301,000 決算額 298,373

支給件数 7 5 6

区　　分 H20年度 H19年度 H18年度

予算額 840 決算額 840
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活動状況

７ こどもショートステイ経費

章 1 節 1 施策 1

   保護者の疾病などにより児童の養育が一時的に困難になった場合に、児童を養護施設で

養育し児童の健全な育成を図った。

８ 母子家庭自立支援給付事業費

章 1 節 3 施策 4

自立支援教育訓練給付金

   母子家庭の母の職業能力を促進するため、「指定講座」を受講し職業能力開発を行う者

に対して教育訓練後、自立支援教育訓練給付金を支給し、母子家庭の自立促進を図った。

件 件 件

９ 産後子育てママ派遣事業費

   出産後間もない母親のいる家庭にヘルパーを派遣して、育児、家事等の便宜を提供し、安心

して育児や日常生活が営めるよう支援した。

派遣延日数 7 日 委託先 いぶりたすけ愛

目２　保育所費 章 1 節 1 施策 1

１ 普通保育所運営管理経費

　 共働き世帯や病人の介護などにより、家庭での保育が困難な世帯の児童に対して適切な

保育サービスを提供し、児童の健やかな育成を図った。

（入所児童数の状況～各年度３月１日現在）

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

74

計 540 483 506 510

登 別 保 育 所 60 58 70

109

小　　計 480 425 436 436

幌 別 東 保 育 所 120 90 94

113

栄 町 保 育 所 120 111 112 106

鷲 別 保 育 所 120 110 116

H18年度

富 士 保 育 所 120 114 114 108

区　　　分 定　　員 H20年度 H19年度

参考 人件費決算額 359,647

（職員３１名、嘱託員９名、臨時職員８０名）

予算額 59,789 決算額 58,482

予算額 234 決算額 30

支給件数 1 1 2

区　　分 H20年度 H19年度 H18年度

予算額 300 決算額 16

２歳以上児 延１１日間 延６９日間 延６日間

２歳未満児 － 延２日間 －

区　　　　分 H20年度 H19年度 H18年度

予算額 384 決算額 61

預かり人数 350人 411人 404人

活 動 時 間 3,988時間 4,943時間 6,515時間

件　  　 　数 2,072件 2,674件 3,383件

区　　　分 H20年度 H19年度 H18年度
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２ 登別保育所運営管理業務委託料

　 登別保育所の運営管理業務を「学校法人　登別立正学園」に委託した。

３ 特別保育科目実施経費

（１） あそびの広場

地域の乳幼児を持つ保護者等を対象に子どもとの関わりや遊び方を指導し、育児不安の

解消を図るとともに、親子のふれあいや親同士の交流を深めた。

参加者数 中央子育て支援センター　１７６人　　登別子育て支援センター　１１２人　

実施内容 親と子のあそび、手あそび、運動あそび、砂あそび、ｼｬﾎﾞﾝ玉あそび等

（２） 交流事業

保育所の児童が、地域のお年寄りや異年齢児との交流を深めた。

・世代間交流事業

５保育所（富士、鷲別、栄町、登別、幌別東） 参加者 ６９０ 人

・異年齢児交流事業

２保育所（幌別東、登別） 参加者 １０ 人

事業内容 ミニ運動会、ゲーム大会、老人福祉施設訪問、伝承あそび、クリスマス会等

４ 障害児保育実施経費

 　心身に障がいを持つ児童や発達発育に心配のある児童を受け入れ、児童の健全な成長、

発達を促すため全保育所で実施した。

５ 延長保育実施経費

　 保護者の就労形態の多様化に伴う保育需要に応えるため、市内全保育所にて延長保育を

実施した。

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

基　本　外　保　育　時　間 負担金

・午後６時１５分～午後７時１５分 日額　200円

計 204 236 196

登 別 保 育 所 28 33 25

幌 別 東 保 育 所 35 50 39

栄 町 保 育 所 42 43 40

鷲 別 保 育 所 42 48 39

富 士 保 育 所 57 62 53

区　　　分 H20年度 H19年度 H18年度

１０人 H18年度 １０人

予算額 620 決算額 544

保育児童数 H20年度 １０人 H19年度

予算額 226 決算額 53

予算額 1,238 決算額 1,199

予算額 60,832 決算額 59,211
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６ 休日保育実施経費

　 休日や祝祭日が勤務のため、家庭での保育が困難な保育所の入所児童を対象に、富士保

育所で保育を実施し、児童の健全育成に努めた。

人 人 人

日 日 日

７ 一時保育委託料

   登別保育所の一時保育業務を学校法人「登別立正学園」に委託して実施した。

８ 保育所広域入所委託料

   市町村の境界付近に住んでいる場合や通勤途中に保育所がある場合等において、居住地

以外の保育所についても選択・利用できるよう配慮し、児童及び保護者の負担軽減を図った。

人 人 人

人 人 人

人 人 人

目３　のぞみ園費 章 1 節 3 施策 3

１ のぞみ園運営管理経費

　 心身に障がいのある児童が通園し、日常生活における基本的な動作の指導、集団生活

への適応訓練等を行う児童デイサービスの運営管理経費

利用児童数 51人 延利用人員 1,677人

予算額 2,465 決算額

白老町内へ 1 1 2

2,005

計 5 4 3

H18年度

室蘭市内へ 4 3 1

2,700

予算額 1,564 決算額 966

延利用日数 389 437 350

利用児童数 22 23 28

区　　　　分 H20年度 H19年度 H18年度

予算額 292 決算額 160

予算額 2,700 決算額

委託児童数 H20年度 H19年度
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目４　児童館費 章 1 節 1 施策 1

１ 児童館・児童センター運営管理経費

   遊びを通して、児童の健康増進と情操を豊かにすることを目的に、児童福祉の向上に努

めた。

○利用者数

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

２ （仮称）青葉児童館新設整備事業費

※事業が年度内に終了しないため、翌年度に繰り越した。

翌年度繰越額　38,522千円

目５　放課後児童育成費 章 1 節 1 施策 1

１ 放課後児童クラブ運営経費

   昼間保護者不在の家庭における小学校低学年児童等に適切な遊びや生活の場を与え、

児童の健全な育成を図った。

○利用者数

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

※各年度３月３１日現在の利用者数

２ 決算額 8,064

　鷲別小学校の余裕教室を活用し、市内6か所目の放課後児童クラブを開設した。

鷲別児童クラブ整備事業費 予算額 8,121

―

計 150 145 121 79

鷲 別 17 ― ―

3

幌 別 西 23 19 13 ―

青 葉 10 12 9

19

若 草 31 42 37 22

常 盤 30 27 17

平成１７年度

富 岸 39 45 45 35

区分 平成２０年度 平成１９年度 平成１８年度

38,522 決算額 0

予算額 9,771 決算額 8,558

区分 平成１９年度 平成１８年度 平成１７年度平成２０年度

2,2512,837

登 別 9,663 9,594 7,6777,163

富 浦 2,629 2,666

8,20313,277

幌 別 5,829 4,903 6,4506,438

常 盤 11,950 9,214

5,1516,348

富 士 6,233 7,000 7,2585,663

富 浜 6,163 5,516

4,1483,818

若 草 6,856 7,160 5,7228,208

鷲 別 4,587 4,504

-

美 園 6,641 7,063 8,1446,104

2,070

61,926

登 別 温 泉

計

　市内小学校区で唯一児童館がない青葉小学校区に児童館を建設する。

62,420 57,620 55,004

予算額

1,869 -

予算額 3,863 決算額 3,266
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目６　子育て応援特別手当費 章 1 節 1 施策 1

１ 子育て応援特別手当支給経費

   多子世帯の幼児教育期の負担に対する配慮として、第２子以降の児童について「子育て応

援特別手当」を支給し、子育て家庭を支援した。

手当の額　1人　36,000円 支給対象児童数　615人

※事業が年度内に終了しないため、翌年度に繰り越した。

翌年度繰越額　26,948千円

予算額 29,188 決算額 2,238
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項４ 生活保護費

目２　扶助費

１ 生活保護扶助費
　生活に困窮する市民に対し、必要な保護を行い、その最低限の生活を保護するとともに
その自立の助長を図った。
（１） 生活保護相談件数及び申請受理件数

（２） 開始世帯状況

６１ １２ １１ ３２ ６ ３５ ２ １ ４ １９
５６ １５ ６ ３０ ５ ３０ ０ ７ ２ １７
３７ １６ ５ １３ ３ ２０ ０ ０ ２ １５

（３） 廃止世帯状況

５１ １６ ８ ２０ ７ ０ ２１ ８ ３ １９
５３ ２３ ６ ２０ ４ ０ ２６ ４ ７ １６
５３ ２１ １６ １５ １ １ ２２ ８ ４ １８

（４） 世帯数及び人員

○ 被保護世帯数 月別保護世帯数の合計
○ 被保護人員 月別保護人員の合計

（５） 保護率

○ 保護率の説明 保護人員÷年度末人口＝0/00（パーミル）

人口１，０００人に対しての割合

（６） 扶助別延人員

※ 冬期薪炭費は延べ世帯数

△３３３ △１，８３６計 ２９，６７５ ３０，００８ ３１，８４４
５６ ０

施設事務費 １２
冬季薪炭費 ２，４３３ ２，３７７ ２，３７７

１２ ２３

０ △１
△１ ５

０ △１１
葬祭扶助 １４ １５ １０
出産扶助 ０ ０ １

５ △５８
医療扶助 ８，４８６
生業扶助 ２６８ ２６３ ３２１

８，６９６ ９，２８４

△９６ △２３７
８０ △１６

△２１０ △５８８
介護扶助 ７７４ ６９４ ７１０
教育扶助 ７３３ ８２９ １，０６６

△１１８ △４５６
生活扶助 ８，７４５
住宅扶助 ８，２１０ ８，３２８ ８，７８４

８，７９４ ９，２６８

１１．８ １１．４

H20-H19 H19-H18
△４９ △４７４

区分 平成２０年度 平成１９年度 平成１８年度

全　　　　国 １２．３ １２．０
１９．６ ２０．６

登　別　市 １６．４
全　　　　道 ２５．１ ２４．５

１６．３ １６．４

△ 97 △ 465

平成１７年度 平成１６年度
１７．７ １８．７

区　　　分 平成２０年度 平成１９年度 平成１８年度

被保護人員 １０，３３５ １０，４３２ １０，８９７

H19－H18
被保護世帯数 ７，４２２ ７，３６１ ７，４０９ 61 △ 48

区　　　分 平成２０年度 平成１９年度 平成１８年度

その
他

平成２０年度
平成１９年度
平成１８年度

H20－H19

世帯類型 廃止理由

高齢 母子
傷病
障害

その
他

傷病
治癒

死亡
失踪

就労
収入
増

不就
労収
入増

平成１９年度
平成１８年度

区　　　分 総数

死別
離別

収入
の減

その
他

平成２０年度

区分 総数

世帯類型 開始理由

高齢 母子
傷病
障害

その
他

世帯
主の
傷病

世帯
員の
傷病

1
平成１８年度 ２０４ ３８ ０ １
平成１９年度 １５７ ５８ 1

取下件数
平成２０年度 １５２ ６２ ０ 1

区　　　分 相談件数 申請件数 却下件数

予算額 1,776,763 決算額 1,629,987
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（７） 扶助別決算額 （単位：千円）

項５ 交通安全費

主要データ

① 交通事故数及び被害者数の推移

件 件 件 件 件

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

目１　交通安全総務費 章 2 節 3 施策 3

１ 交通安全推進経費

　　交通ルールの周知や交通マナーの向上など、交通安全思想の普及を図り、交通事故防止に

努めた。

事業内容 ・交通安全啓発運動の推進 ・交通安全教育の推進

・交通安全啓発看板、旗の設置及び維持管理等

２ 交通傷害保険料

　交通事故の傷害による市民の経済的負担の軽減と交通安全意識の高揚を図るため実施した。

加入者数    １，９８２人 保険金受給件数　　　６件

３ 交通安全協会交付金

　交通事故の防止及び交通安全思想の普及を図るため、交通安全運動の推進や主要通学路

における交通指導、各種イベントでの交通指導等を実施する協会に対して交付した。

事業内容 ・各期別の交通安全運動期間中における各種啓発事業の実施

・交通安全教室の開催（幼稚園、小学校、町内会、老人クラブ等）

・主要通学路での交通指導の実施

・各種イベントにおける交通安全指導の実施など

△ 90,146 6,457計 1,629,987 1,720,133 1,713,676
7 △ 2

施設事務費 1,882
冬季薪炭費 284 277 279

1,835 3,546

0 △ 287
△ 178 714

47 △ 1,711
葬祭扶助 2,334 2,512 1,798
出産扶助 0 0 287

59 13
医療扶助 984,254
生業扶助 6,530 6,471 6,458

1,068,866 1,043,353

△ 371 △ 2,123
5,389 461

△ 84,612 25,513
介護扶助 17,956 12,567 12,106
教育扶助 5,881 6,252 8,375

2,091 664
生活扶助 484,765
住宅扶助 126,101 124,010 123,346

497,343 514,128
H20-H19 H19-H18
△ 12,578 △ 16,785

区分 平成２０年度 平成１９年度 平成１８年度

予算額 4,300 決算額 4,300

予算額 2,400 決算額 1,621

8

傷 害 者 数 287 319 282 365

死 亡 者 数 3 4 1

区        分 平成１９年 平成１８年 平成１７年

交通事故数 215 238 221

決算額 1,322

平成２０年

予算額 1,825

201

7

247

平成１２年

277
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目２　交通安全施設費 章 2 節 3 施策 3

１ 照明灯設置事業費

　市民の安全を守るため、交通安全及び防犯上危険と思われる幹線道路、通学路に照明灯

を設置した。

高圧ナトリウム灯１１０Ｗ　２基

設置場所 千歳町

２ カーブミラー設置費

　交通事故を未然に防止するため、カーブミラーの新設を実施した。

設置数 ２基

設置場所 幌別町８丁目１７番地先（移設による）

鷲別町２丁目３番地先（ミラーのみ、在庫で対応）

３ 美園５７号線歩道新設事業費

① 予算額及び決算額の状況 （単位：千円）

② 事業量の達成状況（単年度）

③ 全体計画及び進捗状況

ｍ ｍ

項６ 災害救助費

目１　災害救助費 章 1 節 3 施策 4

１ 災害救助経費

（１） 災害見舞金

災害で被害を受けた市民に対し、災害見舞金を支給した。

件 件 件

1,617 1,617

○工事請負費 29,300千円 28,791千円

全体歩道延長 H20までの改良済

車道改良舗装工 　Ｌ＝186ｍ、W＝6.5ｍ  Ｌ＝186.0ｍ、W＝6.5ｍ

転落防止柵 　一式  Ｌ＝　105.0ｍ

区分 当初予算の考え方 決算実績

歩道新設工 　Ｌ＝72ｍ、Ｗ＝2.0ｍ  Ｌ＝　72.0ｍ、Ｗ＝2.0、2.5ｍ

3,000

決　算　額 29,262 26,300 2,962 0

当初予算額 30,000 27,000

区分 事業費

財    源    内    訳

市　　　　　　債
一 般 財 源

通常債 行革債

予算額 30,000 決算額 29,262

予算額 500 決算額 399

支給件数 1 1 3

区　　分 H20年度 H19年度 H18年度

予算額 510 決算額 70

予算額 800 決算額 0
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